












































































































































































































必 選　必 選 
教育情報コース 
必 選　必 選 
環境情報コー ス 
情 報 科 学 概 論  
情 報 処 理 論  
情報処理演習Ⅰ 
情報処理演習Ⅱ 
人 間 工 学  
教 育 情 報 科 学  
デ ータ 処 理 法  
計算機システム概論 
環 境 科 学 概 論  
行 動 科 学 概 論  
情 報 社 会 論  
人 間 形 成 論 Ⅰ  
人 間 形 成 論 Ⅱ  
教 育 方 法 学  
教 育 工 学  
教 育 社 会 学  
社 会 教 育 論 Ⅰ  
認 知 心 理 学  
社 会 心 理 学  
教育測定・評価（教育統計） 
教 育 情 報 処 理  
比 較 文 化 論  
家 族 形 成 論  
社会調査方法論 
コミュニケーション論 
教 育 情 報 演 習  
地 域 環 境 論 Ⅰ  
地 域 環 境 論 Ⅱ  
地 域 環 境 論 Ⅲ  
生 活 環 境 論 Ⅰ  
生 活 環 境 論 Ⅱ  
生 活 環 境 論 Ⅲ  
地 球 環 境 総 論  
地球環境各論Ⅰ 
地球環境各論Ⅱ 
生 物と環 境 Ⅰ  
生 物と環 境 Ⅱ  
物 質 情 報  
環 境 測 定  
（自然）環境論演習 
（自然）環境論実験 
基 礎 数 理  
解 析 学  
応 用 数 学  
プログラミング演習 
応用プログラミング 
計 測 処 理 法  
情 報 管 理 論  
計算機応用科学 
科 学 技 術 史  
産 業 心 理 学  
言 語と言 語 学  
国 語 表 現 論  
英 会 話  
環 境 と 法  
資源エネルギー論 
環 境 デ ザ イン 
文 化 環 境 論  
図 書 館 情 報 学  
社 会 教 育 論 Ⅱ  
身 体 論  
運 動 教 育 論  
特 別 講 義  
自 由 選 択  



































































































































































































































































































































































































































課　　程 入学定員 区　　　分 昭和60年度 61年度 62年度 63年度 平成元年度 ２年度 ３年度 ４年度 
小 学 校  
 








小 学 校  
 









志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 
志 願 者 数 
倍 数（倍） 







































































































































































































































































































































































課　　程 区　　　分 昭和60年度 61年度 62年度 63年度 平成元年度 ２年度 ３年度 ４年度 















幼 稚 園 
 
 
 
 
情報教育 
 
 
 
 
計 
卒業者数　　：Ａ 
就職者数　　：Ｂ 
教員就職者数：Ｃ 
教員就職率１：Ｃ／Ａ 
教員就職率１：Ｃ／Ｂ 
卒業者数　　：Ａ 
就職者数　　：Ｂ 
教員就職者数：Ｃ 
教員就職率１：Ｃ／Ａ 
教員就職率１：Ｃ／Ｂ 
卒業者数　　：Ａ 
就職者数　　：Ｂ 
教員就職者数：Ｃ 
教員就職率１：Ｃ／Ａ 
教員就職率１：Ｃ／Ｂ 
卒業者数　　：Ａ 
就職者数　　：Ｂ 
教員就職者数：Ｃ 
教員就職率１：Ｃ／Ａ 
教員就職率１：Ｃ／Ｂ 
卒業者数　　：Ａ 
就職者数　　：Ｂ 
教員就職者数：Ｃ 
教員就職率１：Ｃ／Ａ 
教員就職率１：Ｃ／Ｂ 
卒業者数　　：Ａ 
就職者数　　：Ｂ 
教員就職者数：Ｃ 
教員就職率１：Ｃ／Ａ 
教員就職率１：Ｃ／Ｂ 
138
129
105
76.1％
81.4％
43
29
10
23.3％
34.5％
20
15
13
65.0％
86.7％
28
19
18
64.3％
94.7％
229
192
146
63.8％
76.0％
137
107
87
63.5％
81.3％
47
43
38
80.9％
88.4％
19
16
13
68.4％
81.3％
29
28
19
65.5％
67.9％
232
194
157
67.7％
80.9％
147
116
94
63.9％
81.0％
38
31
25
65.8％
80.6％
20
16
13
65.0％
81.3％
29
28
17
58.6％
60.7％
234
181
149
63.7％
78.0％
135
123
87
64.4％
70.7％
50
43
31
62.0％
72.1％
20
16
15
75.0％
93.8％
27
26
11
40.7％
42.3％
232
208
144
62.1％
69.2％
134
123
85
63.4％
69.1％
42
38
21
50.0％
55.3％
18
18
11
61.1％
61.1％
28
27
10
35.7％
37.0％
222
206
127
57.2％
61.7％
141
125
84
59.6％
67.2％
63
57
33
52.4％
57.9％
14
14
9
64.3％
64.3％
25
25
6
24.0％
24.0％
243
221
132
54.3％
59.7％
117
84
54
46.2％
64.3％
64
55
33
51.6％
60.0％
18
15
13
72.2％
86.7％
25
22
6
24.0％
27.3％
35
31
4
11.4％
12.9％
259
207
110
42.5％
53.1％
94
84
41
43.6％
4.8％
44
41
15
34.1％
36.6％
20
11
5
25.0％
45.5％
30
27
9
30.0％
33.3％
36
32
0
0.0％
0.0％
22
195
70
31.3％
35.9％
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教育学部
話題提供者
青柳　　清（滑川市立寺家小学校長､昭和26､
富山師範卒）
吉崎　陽子（小杉町立上條小学校長､昭和32､
富大教育第一初等教育科卒）
・第７回　平成元（1989）年１月28日（土）
13:30～16:50 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者
柴垣　孝男（富山市立五番町小長､昭和31､
富大教育第一初等教育科卒）
佐伯　克美（滑川市立片貝小校長､昭和32､
富大教育第一中等教育科卒）
・第８回　平成２（1990）年１月27日（土）
13:30～16:30 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者
利波　宗雄（富山市立長岡小学校長､昭和32､
富大教育第一初等教育科卒）
苗田幾代子（新湊市立庄東小学校長､昭和31､
富大教育第一中等教育科卒）
・第９回　平成３（1991）年１月26日（土）
13:30～16:50 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者
佐伯　悦子（富山市立新保小学校長､昭和29､
富大教育第二初等教育科卒）
吉田　耕造（高岡市立南星中学校長､昭和33､
富大教育第一中等教育科卒）
・第10回　平成４（1992）年１月25日（土）
13:30～16:40 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者
稲垣よし子（富山市立四方小学校長､昭和31､
富大教育第二初等教育科卒）
吉田　　孝（小矢部市立般若中校長､昭和35､
富大教育第一中等教育科卒）
・第11回　平成５（1993）年１月27日（水）
15:00～17:00 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者
橋本十代一（富山市立五番町小校長､昭和35､
富大教育第一初等教育科卒）
谷口美紀子（魚津市立若栗小学校長､昭和36､
富大教育第一初等教育科卒）
・第12回　平成６（1994）年１月26日（水）
15:00～17:00 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者　　　　　　　　
寺岡　　清（氷見市立阿尾小学校長､昭和37､
富大教育第一中等教育科卒）
川岸みづほ（富山市立奥田北小校長､昭和34､
富大教育第一初等教育科卒）
・第13回　平成７（1995）年２月１日（水）
15:00～17:00 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者　　　　　　　　
寺崎　　茂（魚津市大町公民館長､昭和29､
富大教育第二中等教育科卒）
・第14回　平成８（1996）年１月24日（水）
15:00～17:00 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者
中谷　隆一（黒部市立三日市小校長､昭和31､
富大教育第二初等教育科卒）
・第15回　平成９（1997）年１月22日（水）
15:00～17:00 於・富山大学教育学部講義室
話題提供者　　　　　　　　
浜谷　尚生（富山市立呉羽小学校長､昭和34､
富大教育第一初等教育科卒）
近年の教員採用率の大幅な減少は、学部存亡の要
因として、極めて憂慮すべき事態を招来している。
例えば、1970年代の教員採用率は、初年度の試験に
失敗しても、２～３年も非常勤講師を勤めれば、ほ
ぼ100％採用されていた。表３に示すように、昭和
60年度の教員就職率では、小学校が81.4％であるの
に対して、平成４年度では48.4％にまで落ち込んで
いる。養護学校、幼稚園も、86.7％、94.7％から、それ
ぞれ45.5％、33.3％に激減している。これらは、少
子化に伴う計画的教員採用の必然的結果であった。
過去には400名に達したこともあった富山県の教員
採用者数が、平成４年度にはわずか120名にとどま
り、それがそのまま教員就職率に反映している。
このような状況の中で、平成５（1993）年11月、「君
の明日のために」と題する『就職活動の手引き』が刊
行された。学部としては存亡の危機に立たされて、一
人でも多くの教員を送り出すための努力であった。
平成５年の『君の明日のために―就職活動の手
引―』には、次のような「まえがき」がある。ここに
は、学生の就職に関する学部としての集約した考え
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第Ⅱ部　部局編
が述べられている。
多くの学生諸君は教員採用試験合格を目指し努
力をつづけていることと思います。また公務員や
企業関係への就職を目指して頑張っている人、進
路を決めかねている人、就職のことなどまだ一度
も考えていない人もいることでしょう。いずれに
しても皆さんは、今「就職」について真剣に考え
なければならない時期に来ているのです。
社会情勢によって教員採用数や企業などの求人
数は変動します。また採用する側は良い人材を求
めます。当然のことながら試験があります。皆さ
んの「人間」を見るのです。社会が、教育界が、企業
が必要とする人間像に近ければ近いほど就職は容
易になります。自分を知り、自分を必要としてく
れる職場を知り、準備して行動する。それが就職
活動です。勉強と異なり不慣れな点、気付かない
点、分からない点多々あるでしょう。そこで教員養
成系学生諸君に対しては教員採用に関する、情報
系学生諸君に対しては企業などに関する情報を提
供し、就職活動がより円滑に無駄無く不安無く行
なわれることを願ってこの小冊子を作成しました。
教員を目指す皆さんは、初めての教育実習を体
験し、教員になるための準備により一層熱意を燃
やしていることと思います。教員養成学部として、
出来るだけ多くの学生諸君が教員になるよう願っ
ています。とくに教員養成系の学生諸君で教員に
なることをためらっている人は、特別の事情がな
い限り是非教員採用試験を受験できるよう努力し
てください。国は有能な教員を養成するために税
金を使っているのだということを忘れないでくだ
さい。また情報系の大多数の学生諸君は企業や大
学院への道を歩むことと思います。どの道を選ぶ
にせよ、学生から社会人に変身する今、人生を左
右する重大な岐路に立つ皆さんは、これまでに勉
学や対人関係で身に付けた知識や知恵の程度を不
本意でも試される時期に至ったということを、先
ず認識してください。（以下略）
以降、『君の明日のために』は毎年発行されてい
る。平成６年からは、「教員採用試験受験の手引」
と「就職活動の手引」との２分冊になっていて、教育
学部といえども、非教員養成系の学生を抱えている
こともさることながら、大半の学生が教職以外の職
業に就いていく現状を踏まえたものとなっている。
なお、これまで少数であった官公庁等の公務員志
望は、上記に関連して志願者の増大による難関と化
し、民間企業もまた経済不況から採用を手控えるな
どして、女子学生の多い本学部には厳しい状況にな
っている。
そのため、本学部では、修士課程の設置（平成６
年度発足）、学生定員の削減と改組（平成９年度～、
『富山大学学園ニュース』第381号、平成８年10月）
などに取り組むとともに、教員養成の規模の縮小と、
新課程による新分野への進出を企図するなどして、
新しい事態に対応すべく鋭意検討を重ねている。
大学院ができるまでは、教育学部に「専攻科」が
設けられていた。「教育専攻科」の設置については
第３章第１節に詳述したところであるが、昭和41
（1966）年４月より設けられた本「専攻科」は、学部
卒業後の学生に対して、１年間の修業年限で30単位
以上を取得することで修了証書を授与するものであ
２　専攻科と大学院進学
『君の明日のために』平成11年版
一般企業就職数 
昭和63年度 
平成２年度 
３ 
４ 
５ 
41
60
70
73
111
13
18
18
24
13
7
6
3
14
11
官公庁就職者数 進学者数 
（『富山大学教育学部の教育と研究』平成５年６月）
表４ 
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る。定員は５名で、他大学の卒業生を含め毎年数名
の専攻生が在籍し、主として教育学・心理学専攻の
学生が在籍した。終了後には再度教員採用試験を受
ける者や、教員免許資格を取得して、教員採用試験に
挑戦する者などがいて、当然のことながら専攻科修
了後に教員以外の道へ進む者はほとんどいなかった。
しかし時代は移り、多くの教育学部に「大学院修
士課程」が設置されるようになる。すでに、近隣の
金沢大学では昭和57年度より、新潟大学では昭和59
年度より、いずれも修士課程の設置が認められるに
至り、一歩も二歩も遅れをとった本学部としては、
早期実現が悲願となった。
そのため、大学院教育学研究科設置の計画が強力
に押し進められた経緯の詳細は、後述の「第９章」
に譲りたい。ただ、発足当初は緊張感もあり、大学
院生募集に懸念されていた定員割れは起こらなかっ
たが、高学歴社会の到来につれて全国的に各種の大
学院が認可されるに及び、いずれの大学でも大学院
生の定員確保が重要な課題となっていることを指摘
しておかねばならない。本学部では、せっかく大学
院に入学しながら、２年次に入って「退学」して教
職についたり、他の職場に就職する学生が後を絶た
ない。ここに、教員養成系大学院の、教育体制につ
いての再検討が必要になっているといえるだろう。
教育学部
私が富山大学に赴任したのは、56豪雪の明けた春
のことで、街にはまだ雪の山が残っていたのを覚え
ております。最古参の頭川教授が停年で去られ、田
中教授も停年近くで、保健体育科も一つの変革期を
迎えていたと思います。それから16年間の富大生活
の中で思い出に残るものといえば、何といっても日
本体育学会の開催、大学院の開設、そして教養部廃
止に伴う保健体育科の合体問題でしょう。
平成３年10月７日から３日間にわたって開催され
た日本体育学会は、会員６千名の約半数が集まるマ
ンモス学会で、開催費も若干の本部補助金はあるも
のの、大部分は参加料その他の募金に頼らねばなら
ないため、その開催を危ぶむ声もありました。しか
し、周囲の客観的情勢から引き受けざるを得ないと
結論し、富山大学の現役教員を中心として、準備委
員会を組織しました。当時、山地教授が学部長であ
ったことから、私が主として学会本部との連絡を取
る役割の委員長、学内・県関係との調整役としての
事務局長に中川孝教授、学会事務に心得のある横山
助教授（当時）に事務主任をお願いして、第１回の
準備委員会を組織したのは、開催２年前の平成元年
12月でした。
以後、参加案内、発表申込書、プログラム、大会号
の印刷・発送、印刷物への広告依頼と募金活動、会
場設営等々、気の遠くなるような準備作業で２年間
はあっと言う間に過ぎ、開会の当日は朝のうち雨に
降られ、受付事務に多少の混乱があった程度で、全
日程を無事、大成功裡に終了することができました。
このことは、教養部設立の際に分離・独立された
富大の教育学部と教養部の保健体育の先生方が、普
段から研究や授業、野外実習等を通して、親しく、
仲良く、ともに仕事をすることに慣れていたおかげ
であると思います。
また、大会には体育科の学生ばかりでなく、他教
科の学生にも補助役員としてお手伝いをいただきま
したが、すべての学生が誇りを持って誠実な仕事振
りを見せてくださり、参加会員からもお褒めの言葉
をいただきました。大変遅くなりましたが、この場
を借りて御礼を申し上げます。
大学院設置の仕事は、学会開催の準備作業の途中
から入ってきました。これも、山地学部長との関係
で、私が準備委員長として会議に出席することにな
ったのですが、最初の委員会は学会開催前年の12月
であったと記憶して居ります。それ以後の１年間は
学会の準備作業と平行して、各自の業績作りや、保
健体育科専修の構成を考えるといった、二足の草鞋
の日々が続きました。大学院の設置については多く
を述べませんが、この時も教育・教養合体のメリッ
トが先発の他専修より早めに見通しを立てることに
役立ったと思います。
３番目の総合教育課程・生涯スポーツコースの創
立の時点では、私は停年を控えていたため、若い
方々の議論を端で見守る立場にありました。これは、
学生・教官ともに定員減を伴う事柄だけに、困難な
問題もあったのですが、先に触れたような共同意識
で乗り越えられたようで、敬意を表したいと思いま
す。
今後も、学生の就職など、問題は山積みかと思い
ますが、これまで通り双子の兄弟のように、共に発
展されることを祈ってやみません。 （1998.9記）
体育科教室の変遷
平成９年３月退官
河 野　信 弘
（体育・体育実技）
